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支出

地域の所得循環構造：2020年
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生産・販売

分配
所得

財政移転(政府支出－税金) 財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

所得

所得
354億円

687億円

10億円

110億円
所得

319億円

48億円

24億円 ○

▲

平均生産性519.5万円/人
全国平均935.2万円/人

(1,697位/1,741市町村)

(837位/1,741市町村)

経常収支

所得

通勤
GRPの6.8%GRPの2.9%

▲

1人当たり所得438.0万円/人
全国平均427.3万円/人

GRPの90.0%

所得

395億円

所得354億円

▲

○

地域住民所得

労働生産性

平均生産性62.8百万円/TJ
全国平均88.3百万円/TJ

(1,377位/1,741市町村)

エネルギー生産性

▲

○

▲

GRPの31.2%

GRPの13.5%

GRPの111.5%
⑪

⑩

⑨

⑧
⑦⑥

⑤

④

③②

①

GRPの3.8%

エネルギー代金

13億円▲

⑫

本社等

消費

投資

所得

所得

所得

注1）地域住民所得は、夜間人口1人当たりの所得(=雇用者所得+その他所得)を意味する。
注2）エネルギー代金の収支は経常収支の内数であり、原材料利用や本社・営業所等の活動(=非エネルギー)は含まれない。※Ver5.0までは含まれる

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「国勢調査」等より作成 ⑬ 再エネ導入ポテンシャル 7,091TJ

経済環境省 経済循環分析利用 2020試算

魅力ある地域
魅力はなにか

低生産性
原因は何か

石川県の0.83％
人口1.35％



経済循環の考え方

 地域経済循環分析は、地域にお金を呼び込み、お金の漏れを防いで住民所得を向上させる取組の一
環として、地域を定量的に分析する手法として開発されたものです。

 地域の経済循環を強くするためには、以下の点をできるだけ多く事業スキームに取り入れることが
ポイントとなります。

 １．地域の資本、地域の雇用

 ２．利益の社会的投資

 ３．地域資源の活用（未利用資源、熱等の副産物など）

 ４．地域事業者による施設整備・維持管理

 ５．地産地消（再エネ、食など）
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経済環境省 経済循環分析利用 副読本



能登町の今まで
人口推移と付加価値推移
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人口 世帯数 生産（億円）
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人口 世帯数
生産

（億円）

201 0 19,348 7,554 409

2013 18,125 7,167 397

2015 17,144 6,836 399

2018 16,235 6,659 392

2020 15,337 6,488 354

人口減少とともに
経済は縮小均衡
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人口 世帯数 生産（億円） ‘＠所得（万円）

2010 19,348 7,554 409 388.6
2013 18,125 7,167 397 420.5
2015 17,144 6,836 399 397.2
2018 16,235 6,659 392 475.6
2020 15,337 6,488 354 438.0

！？

新型コロナウィルス
感染症

域内の人口・生産減少
所得とは相関しない可能性



50 

43 

35 

28 27 27 

20 19 17 17 

11 10 10 9 
7 5 4 4 2 2 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

0

10

20

30

40

50

60

保
健

衛
生

・
社

会
事
業

公
務

建
設
業

専
門

・
科

学
技

術
、
業

務
支
援

…

小
売
業

住
宅

賃
貸

業

そ
の

他
の

サ
ー
ビ
ス

金
融

・
保

険
業

教
育

農
業

水
産

業

運
輸

・
郵

便
業

電
子

部
品

・
デ
バ

イ
ス

宿
泊

・
飲

食
サ

ー
ビ
ス
業

食
料

品

廃
棄

物
処

理
業

電
気

業

卸
売

業

情
報

通
信
業

鉱
業

林
業

繊
維

製
品

窯
業

・
土

石
製

品

水
道

業

そ
の

他
の

製
造
業

そ
の

他
の

不
動

産
業

金
属

製
品

輸
送

用
機
械

は
ん
用

・
生

産
用

・
業

務
用

機
械

印
刷
業

化
学

電
気

機
械

パ
ル

プ
・
紙

・
紙

加
工
品

石
油

・
石

炭
製

品

鉄
鋼

非
鉄

金
属

情
報

・
通

信
機

器

ガ
ス
・
熱

供
給
業

産
業

別
付

加
価

値
額

（
億

円
）

（１）地域で所得(付加価値)を稼いでいる産業は何か①：産業別付加価値額
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産業別付加価値額

付加価値額が最も大きい産業は保健衛生・社会事業で50億円であり、次いで公務、建設業、専門・科学技術、業務支援サービス業の付
加価値額が大きい。

付加価値額 354 億円能登町 2020 Ver7

出所： 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「工業統計」等より作成

 下図の付加価値額（≒GDP）は、売上額（生産額）から外注費等の中間投入を除いた額であり、地域住民の所得として計
上される金額である。全ての市区町村の全ての産業の付加価値を合計すると、我が国のGDPになる。

 ここではまず、産業別付加価値額より、地域の中で所得を稼いでいる産業が何かを把握する(下図)。

分析の
視点

→分析例は「手引き基本編」のP24～25を参照



人口減少の流れは変えられない・・が
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人口 世帯数
生産

（億円）
所得
（万円）

労働
生産性

2010 19,348 7,554 409 389 621

2013 18,125 7,167 397 421 605

2015 17,144 6,836 399 397 677

2018 16,235 6,659 392 476 664

2020 15,337 6,488 354 438 658



社会環境による人口減少・少子高齢化
＋震災・豪雨による人口の流出
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日本銀行金沢支店：井上里紗 能登地域の人手確保に向けて

平均生産性519.5万円/人
全国平均935.2万円/人



 特に震災後は、被災地からの避難等に伴う「社会減」の拡大により人口減少が加速しているほか、復旧・復興需要に伴う建設関連の求
人が増加しており、人手不足が一段と深刻化している。この点、能登地域における復旧・復興を計画通り進めるうえで、人手の確保が鍵
となる。 

 人手確保に向けては、①「賃金引上げによる雇用の維持・拡充」、②「高齢者の雇用促進」、③「外国人労働者の雇用促進」、④「副業人
材の確保」、⑤「設備投資（省力化投資）等による労働生産性向上」、⑥「福利厚生の充実等による労働環境の改善」、⑦「被災地域から
避難した労働者の復帰への働きかけ」等の対応が考えられる。

 こうした各種対応の余地についてラフな試算を行うと、「労働生産性の向上」、「高齢者の雇用促進」、「副業人材の確保」の順に効果が
大きく、全ての効果が顕現化すれば、能登地域の就業者の減少分（20/10月→25/1月）の2倍強を確保できる結果となった。また、全ての
効果が顕現化せずとも、「外国人労働者の雇用促進」以外の4項目が45％実現し、「外国人労働者の雇用促進」もこれまでの増加率程度
に伸びれば、能登地域の労働力の減少分（20/10月→25/1月）が概ね確保される結果となった。なお、効果の大きい「労働生産性の向
上」を図るうえでは、民間の努力はもちろん、様々な好事例の横展開を図る等、行政機関や金融機関の支援も効果的とみられる。現場
レベルでの目配りが欠かせない。

 この間、能登地域の復興という観点では、雇用の場を創出して経済の活力を高めることが重要である。上記で示した人手確保の対応は、
経済の拡大・縮小いずれの局面でも有効であるが、より望ましいのは、経済が拡大し、その下で生じる労働供給（人手）不足を解消して
いくことであろう。

 現在、産学官が連携して震災遺構の活用や教育旅行の誘致等の検討を進めている。こうした施策は当地への観光需要を喚起するだけ
でなく、多様な就労の機会を提供し、能登とのつながりを機に復旧・復興に貢献したいとの思いを抱いた労働者等を惹きつけるものと期
待される。また、これらの活動が軌道に乗り、当地製品・サービスの高付加価値化に向けた取り組みとあいまって当地企業の業績が改
善すれば、設備投資資金の確保や域外労働力を獲得可能な水準の賃金の提示も可能となる。

 いずれにせよ、官民による様々な取り組みを通じて、能登地域の持つ高いポテンシャルが顕現化し、その魅力が一段と高まっていくこと
を期待したい
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日本銀行金沢支店 能登地域の人手確保に向けて



10日本銀行金沢支店 能登地域の人手確保に向けて
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日本銀行金沢支店 能登地域の人手確保に向けて



12日本銀行金沢支店 能登地域の人手確保に向けて



新しい人の流れ
地方・地域が活躍の場・成長の場・自己実現の場へ
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日本銀行金沢支店 能登地域の人手確保に向けて
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日本銀行金沢支店 能登地域の人手確保に向けて



 試算で示した部分の効果を単純に合計すると、能登地域の労働供給（人手）の減少分（20/10 月→25/1
月：7,424 人）の2倍強の人手を確保する効果が得られる 【図表36】。

 効果として大きい順にみると、「労働生産性の向上」、「高齢者の雇用促進」、 「副業人材の確保」、「被災
地域から避難した労働者の復帰への働きかけ」、「外国人労働者の雇用促進」の順。 ―― 副業人材の確
保については、全国の潜在的副業人材まで取り込むことができれば、一層の効果が期待できる。 

 「労働生産性の向上」については、石川県並みの労働生産性を確保できれば、それだけで、能登地域の
労働供給（人手）の減少分を確保する効果がある。

 「労働生産性の向上」以外の4項目の効果を合計すると、同減少分の87.1％を確保する効果がある。 直
近5年間の能登地域の社会減の年間平均値と、24/1月から12月の間における社会減の差を「能登地域か
ら避難し、県内他地域あるいは県外に住んでいる者」と仮定し、2020年時点の当地の総人口に占める就
業者数の割合を乗じた値を「県内他地域あるいは県外に住んでいる就業者数」とした。その上で、石川県
が実施した「令和6年能登半島地震被災者に向けた住まい再建にかかる意向調査」において、「石川県へ
戻りたい」および「戻ることを検討中」と回答した割合（55.6％）を乗じることにより算出。

  「外国人労働者の雇用促進」については、今次分析では効果が限定的と示されたものの、全国規模では
活用が拡大途上にあるため、先行きの拡大余地は相応にあ るとみられる。 

 「賃金引上げによる雇用の維持・拡充」と「福利厚生の充実等による労働環境の改善」については、数量
的な効果は不明ながら、人手の確保に相応に資するとみられる。
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日本銀行金沢支店 能登地域の人手確保に向けて



日本銀行金沢支店さくらレポートより

 分析結果は、幅をもってみておく必要がある。例えば、以下のようなケースが想 定しうる。

 ①試算で示した部分（5 項目）の効果が 100％出ずとも、「外国人労働者の雇用促進」以外の4項目が
45％実現し、「外国人労働者の雇用促進」もこれまでの増加率程度に伸びれば、労働供給減少分（20/10
月→25/1月）は確保される【図表37】。

 ②①を基準とし、「労働生産性の向上」の効果が試算値の20％しか達成できず、かつ、「被災地域から避
難した労働者の復帰への働きかけ」が果たされない場合、同減少分の61％が確保される【図表38】。

 ③②を基準とし、「副業人材の確保」と「高齢者の雇用促進」の効果も試算値の20％しか達成できない場
合、同減少分の43％が確保される【図表39】。 

 各項目いずれについても、可能な限り取り組むということが求められるが、とりわけ、 「労働生産性の向
上」の効果をいかにして引き出すかが重要。この点、民間の努力はもちろんだが、様々な好事例の横展開
を図るほか、事業承継を円滑に図るなど、行政機関や金融機関の支援も効果的とみられる。現場レベル
での目配りが欠かせない。
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生産性の向上は人員の減少をカバーする効果が期待できる
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2025仮定

仮に能登町が石川県平均の
7608千円を労働生産性とした
場合2010以降の水準を大きく

上回り、労働生産性人員換算
では1,104人相当の効果にな
る

2025仮定
仮に能登町が2020年の7608
千円を労働生産性の86％
6,543千円を実現した場合は
2010年の生産を上回り、265
人相当の効果になる

仮定１ 2025生産＝①×⓶ ⓶2020
石川県労働生産性

①投入可能人員
生産年齢人口加減

生産 労働生産性 投入量（人）

石川県 4,330,025百万円 7,608千円 569,141人

91.7%

能登町 47,596百万円 7,608千円 6,256人

労働生産性2020比較 2,413千円 100.0% 116.8%

2025仮定－2020 8,396百万円人数換算 1,104人

仮定２ 推測 生産 労働生産性 投入量（人）

石川県 4,330,025百万円 7,608千円 569,141人

6,540 91.7%

能登町 40,932百万円 6,543千円 6,256人

労働生産性2020比較 1,348千円 86.0% 116.8%

2025仮定－2020 1,732百万円人数換算 265人



人口
世帯数
生産
◎所得
労働生産性

人口 世帯数 生産
（億円）

所得
(万円)

労働
生産性
（万円）

2010 19,348 7,554 409 389 621

2013 18,125 7,167 397 421 605

2015 17,144 6,836 399 397 677

2018 16,235 6,659 392 476 664

2020 15,337 6,488 354 438 658

2025 13,710 5,961 409 448 654
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国立社会保障・人口問題研究
所
2023年令和5年予測 2025予想 総人口 年少人口 15～19 生産年齢人口 65～69 老年人口
この将来推計人口は、令和2(2020)年の国勢調査を基に、令和
32(2050)年までの30年間に 石川県 1,092,257 122,069 51,593 629,668 64,796 340,520
ついて推計した「日本の地域別将来推計人口(令和5年推計)」(国立社会
保障・人口問題研究所
：令和 5 年12月公表)について、石川県分を取
りまとめたものです。 能登町 13,710 881 384 5,371 1,294 7,488

仮定１ 2025生産＝①×⓶
⓶2020
石川県労働生産
性

①投入可能人員
生産年齢人口加減 Oct-24

生産 労働生産性 投入量（人） 総人口 年少人口 15～19 生産年齢人口 65～69 老年人口
石川県 4,330,025百万円 7,608千円 569,141人 石川県 1,098,531 124,459 51,554 620,695 65,242 332,990

91.7%
能登町 47,596百万円 7,608千円 6,256人 能登町 13,602 908 459 5,357 1,358 7,335
労働生産性
2020比較 2,413千円 100.0% 116.8%
2025仮定－
2020 8,396百万円人数換算 1,104人 ※2024年1月の震災があったにも関わらず社人研2025予想と近い水準になっている

仮定２推測 生産 労働生産性 投入量（人） 総人口 年少人口 15～19 生産年齢人口 65～69 老年人口

石川県 4,330,025百万円 7,608千円 569,141人 石川県 1,098,531 124,459 51,554 620,695 65,242 332,990
6,540 91.7%

能登町 40,932百万円 6,543千円 6,256人 能登町 13,602 908 459 5,357 1,358 7,335
労働生産性
2020比較 1,348千円 86.0% 116.8%
2025仮定－
2020 1,732百万円人数換算 265人

2020 Oct-20
生産 労働生産性 投入量（人） 総人口 年少人口 15～19 生産年齢人口 65～69 老年人口

石川県 4,264,800百万円 7,608千円 560,568人 1,130,159 137,371 54,553 642,268 73,555 334,552
87.3% -3.1% -12.8% -5.1% -11.1% 2.4% 20.9%

能登町 39,200百万円 5,195千円 7,546人 15,337 1,154 513 6,319 1,600 7,864
119.4% -19.8% -32.2% -32.6% -35.0% 1.5% 2.2%

2010経済循環分析データ 同左 生産÷労働生産性 Oct-10

生産 労働生産性 投入量（人） 総人口 年少人口 15～19 生産年齢人口 65～69 老年人口
石川県 4,050,800百万円 6,939千円 583,773人 1,166,315 157,600 57,498 722,808 71,866 276,690

80.8%
能登町 40,900百万円 4,869千円 8,400人 19,128 1,702 761 9,728 1,577 7,698

86.3%
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分配

支出生産

雇用者
所得

住みやす
さ

人口減少
消費力

働きやす
さ

事業者

付加価値

教育
医療

事業
価値

所得

人口
減少

事業
承継

地域
ブランド

経済循環を生み出す構成要素と課題や要因の関係図

高校魅力化プロジェクト実施
校能登高校・輪島高校

石川県産業創出機構、中小企
業基盤整備機構、専門家副業
兼業人材の活用施策は充実

事業代表者の年代のボリュー
ムゾーンは７０代

世界農業遺産

能登の里山里海の恵みや守
り伝えられてきた祭礼や伝統
技術、美しい景観、豊かな生
きもののつながり

寒ブリ・イカ・能登牛・能登杜
氏など豊富

所得は高くはない
不動産は求めやすい価格
物価・家賃は安く
暮らしやすい

医療機関は医師不足・拠点医
療機関の十分性に欠ける

少子高齢化は課題の先進地

大型集合商業施設は少ない
（無い）
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分配

支出生産

雇用者
所得

住みやす
さ

住民
消費力

働きやす
さ

事業者

付加価値

教育
医療

事業 価
値

所得

人口
減少

事業
承継

地域
ブランド

経済循環を生み出す構成要素と課題や要因の関係図

高校魅力化プロジェクト実施
校能登高校・輪島高校

石川県産業創出機構、中小企
業基盤整備機構、専門家副業
兼業人材の活用施策は充実

事業代表者の年代のボリュー
ムゾーンは７０代

世界農業遺産

能登の里山里海の恵みや守
り伝えられてきた祭礼や伝統
技術、美しい景観、豊かな生
きもののつながり

輪島塗・朝市・珠洲焼・天然
塩・寒ブリ・ふぐ・能登牛・能登
杜氏・能登ワインなど豊富

所得は高くはない
不動産は求めやすい価格
物価・家賃は安く
暮らしやすい

医療機関は医師不足・拠点医
療機関の十分性に欠ける

少子高齢化は課題の先進地

大型集合商業施設は少ない
（無い）

労
働
生
産
性
を

上
げ
よ
う

で、誰が？
住
み
や
す
い

ま
ち
に
し
よ
う
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住みやすさ
価値観

人口減少から
事業者生産性へ

地域の有志
新しい人の流れ

関係人口



人口減少 縮小均衡下でのM&A
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民宿
付加価値 40
労働生産性20
所得 5

お魚屋さん
付加価値 40
労働生産性20
所得 5

オーベルジュ
付加価値 60
労働生産性45
所得 6

配管工事
付加価値 40
労働生産性20
所得 5

建設土木
付加価値 80
労働生産性40
所得 10

建設土木
付加価値 130
労働生産性70
所得 10

関係人口

関係人口×
地元事業者

副業人材
スキル
人脈

水産業
付加価値 100
労働生産性60
所得 10

新しい水産業
付加価値 150
労働生産性100
所得 15

関係人口×
地元事業者



縮小均衡の経済の中で地域と共に生きる

 信用金庫は中小企業や地域住民のための協同組織による地域金融機関

 基本理念は相互扶助

信用金庫の機能発揮を支える中央機関

 一般社団法人全国信用金庫協会

 信金中央金庫

 しんきん地域創生ネットワーク株式会社

 株式会社しんきん情報システムセンター

 一般社団法人しんきん共同センター

 しんきん証券株式会社

 信金インターナショナル（株）

 しんきんアセットマネジメント投信株式会社

 信金ギャランティ株式会社

 信金キャピタル株式会社

 一般社団法人しんきん保証基金
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地域社会繁
栄への奉仕

豊かな国民
生活の実現

中小企業の
健全な発展

全国２５４信用金庫のネットワーク

地域の魅力を伝えること

新しい人の流れ・関係人口と

創る未来

地域を支える事業者の事業価値

付加価値の創造

労働生産性の向上

地域にフィットする政策

中間支援機能の拡充
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